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令和４年６月１６日 

経 済 産 業 部 

産業連携交流推進課 

工業・ものづくり・雇用促進課  

 

旧池尻中学校跡地施設における運営事業者の公募開始について 

 

１．主旨 

旧池尻中学校跡地を活用した新たな産業活性化拠点（以下、「新たな拠点」という。）に

ついては、この間、議会からの意見や指摘に加え、PTA や子どもスポーツ団体をはじめと

する地域住民との対話を踏まえた検討を行ってきた。これまで示してきた方向性や考え方

を踏まえ、募集要項（案）を作成したため報告する。 

 

２．選定委員会の開催、委員意見及びその対応 

 これまで示してきた考え方等を踏まえ、「旧池尻中学校跡地の新たな活用に関する運営事

業者選定委員会（以下、「選定委員会」）」を開催し、選定委員の専門的見地からの指摘や意

見を聴取した。その上で、選定委員会からの主な意見を踏まえ募集要項を策定した。なお、

主な意見と、意見を踏まえ具体的に調整した主な箇所について、以下に示す。 

 

① 事業全般について 

・区と民間事業者が本当の意味で連携し、官民連携の拠点として効果的に機能していくこ 

とで、区内産業や社会・住民に対して、効果的なインパクトを出していく、新しいモデ 

ルになっていくと思う。 

・施設のコンセプトや内容をみると、多くの領域にまたがっており、民間事業者にとって 

ハードルが高い事業だと考える。さらに、KPI などの目標値もみると、本事業を行うこ 

とで、民間事業者が一般的な利益水準を確保するのは難しいのではないか。 

・区内創業を促していくには、区内の場所を確保していく必要があり、ディベロッパーや 

地元不動産会社との繋がりをつくり、区と民間事業者がそれぞれの強み・ネットワーク 

を発揮して、空き店舗や空き家を含め活用していくことが求められる。 

・区内産業も含めた支援は、単年度の支援ではなく、中長期的な視点で取り組む必要があ 

り、その意味で今回の拠点があることはとても価値のあることだと考える。区内事業者 

が悩んだときに、専門的かつ実践的なアドバイスやネットワークを求めに行ける施設と 

なってほしい。 

・これまで多くのインキュベーション施設の事例があるが、その機能だけに寄っていると、 

うまくいっていない事例が多く、今回その意味では、区民が日常的に訪れることができ 

るコンセプトも入っており、区民と事業者が交わることの価値が大きいと認識している。 
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・子どもの学びの部分については、親の収入などにかかわらず、多くの子どもが利用でき 

るような制度設計が必要だと考える。 

 

② 委託事業について 

・区の関与について、委託事業の内容も含め示していかないと、KPI の達成に向けた合理 

的な積算が提案できないのではないか。なお、拠点があることにより、事業の相乗効果 

が生まれるため、これまでの費用の削減効果も期待できるのではと考える。 
 

（意見を踏まえた調整） 

・地域連携型ハンズオン支援事業（SETA COLOR）の委託事業について、拠点を通した 

効率的かつ効果的な支援が可能となることや KPI の目標値も踏まえ明示的に記載。 

 

③ KPI について 

・上記の委託事業はあるが、KPI の数字が高く設定されており、他のインキュベーション 

施設や事業者支援を行ってきた経験、また、これまでの世田谷ものづくり学校の実績を 

踏まえると、現実的ではない。 

・初年度から、本 KPI を達成するのは厳しいため、段階的な設定を検討することが必要だ 

と考えられる。 

・KPI について、区の姿勢として設定することは理解できるが、本拠点を目的に沿って魅 

力的な施設とするための民間事業者からの別の KPI の設定を妨げるべきではない。 
 

（意見を踏まえた調整） 

・KPI について、区としての基本的な目標値は維持しつつ、数字の幅や、段階的な設定、 

また、他の KPI の設定について、民間事業者が提案を行うことができ、選定委員会にお 

いてその効果性について判断できるよう修正。 

 

④ 業績低迷時について 

・KPI 達成度について一つでも 70%を下回る場合に評価委員会が改善要求を出せることは、 

事業全体の PDCA を適正に回していくという意味でも非常に大事なシステムであると 

理解できる。 

・ただし、KPI の数字について達成をできていなくても、１社・件あたりの質を考慮する 

必要があり、そのうえで改善要求を出していく仕組みにしないと、本質的な議論にはな 

らないし、評価委員会を設定する意味もないのでは。 
 

（意見を踏まえた調整） 

・改善要求を出す際に、質的な面（新たな価値を創出していたり、波及効果が高いモデル 

であるか等）も評価委員会で考慮したうえで改善要求の要否を判断できるよう修正。 
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３．募集要項（案）の構成（目次） 

 ２．を踏まえ募集要項を整理した。主な項目と内容は下記のとおり。なお、詳細は別添

募集要項（案）に記載する。 

１．募集の主旨 新拠点開設の意義と募集の目的 

２．事業の概要 （１）基本的な考え方 地域経済条例に基づくコンセプト 

（２）主な機能について 新拠点に求める主要 4 機能 

（３）本拠点を通した産業の中長期的なビジョン 目指す 10 年後の地域経済の姿 

（４）区の関与と区内産業団体の連携 区等の役割（委託事業、運営関与） 

３．貸付条件等 （１）物件の概要・貸付範囲等 校舎棟、体育館棟、校庭 

（２）物件の用途変更、工事内容及び負担 区と運営事業者の費用負担 

（３）運営及び評価の仕組み 運営委員会、評価委員会 

（４）成果指標 KPI 項目、基本数値 

（５）基本協定及び賃貸借契約 運営協定と賃貸借契約の関係 

（６）業績（ＫＰＩ等）低迷時の事業終了の手続き 撤退の基準と考え方 

（７）本拠点の賃借料 月額賃借料の下限額（月 100 万円） 

（８）区と運営事業者の修繕・管理の分担 清掃や修繕等の役割分担一覧 

（９）禁止行為・契約解除について 禁止行為・契約解除となる事由 

（10）区と運営事業者のリスク負担の考え方 第三者への損害賠償、自然災害等 

４．提案事業 

の応募 

（１）参加資格要件 法人およびその共同体等の要件 

（２）応募の手続き 提案書に求める内容、必要書類等 

５．提案書の 

審査 

（１）書類審査 書類審査（5者選定）、プレゼン審

査時期、審査員の構成、選定基準 （２）プレゼンテーション審査 

（３）審査結果の通知 令和 5 年 1 月中 

６．全体スケジュール 12 月提案〆、1 月選定、3月協定 

７．その他留意点 提案にあたっての諸注意 

 

４．説明会・意見交換会の開催概要について 

 ６月１日（水）オンラインにて、同２日（木）せたがやがやがや館にて、説明会・ 

意見交換会を開催した。 

 参加者は、オンライン開催時が 53 名、会場開催時が 25 名であった。 

 

５．校庭分割について 

 校庭分割については、下記図面のとおり、小学校側約５，７００㎡、旧中学校側 

約２，５００㎡となる地点で分割する。 
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６．今後のスケジュール（予定） 

 令和４年７月４日（月）  募集要項の公表 

     10 月上旬    参加表明書等の提出期限 

12 月上旬    提案書類の提出期限 

12 月～令和５年１月 書類審査及びプレゼン審査 

令和５年１月下旬   契約候補事業者の決定 

3 月～4 月   基本協定の締結、土地・建物賃貸借契約の締結 

4 月～12 月   校舎用途変更・内装工事、校庭外構工事等 

令和 6 年 1 月ごろ   施設運営開始 

 

【分 割 案】 

 
旧 池 尻 中 学 校 

旧 池 尻 中 学 校 跡 地 活 用に よ る 校 庭 面 積 約2,500㎡  

池 尻 小 学 校 

池 尻 小 学 校 校 庭 面 積 約5,700㎡ 
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目次 

 

１．募集の趣旨・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P３ 
 

２．事業の概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P４ 
 

３．貸付条件等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P８ 
 

４．提案事業の応募・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P１７ 
 

５．提案書の審査・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P２０ 
 

６．全体スケジュール・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P２２ 
 

７．その他留意点・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P２３ 
 

８．問合せ先・提出先・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P２３ 

 

＜様式＞ 

様式１ 質問書 

様式２ 参加表明書 

様式３ 参加辞退届 

様式参考 施設改修計画、初期投資に伴う資金計画書、資金収支計画書 

 

＜別添資料＞ 

別添資料１ 区内経済・産業の状況 

別添資料２ 地域経済の持続可能な発展条例（世田谷区産業振興基本条例の改正について） 

別添資料３ 旧池尻中学校跡地活用の基本コンセプト 

別添資料４ 旧池尻中学校跡地を活用した拠点において実施する主な機能 

別添資料５ 平面図（校舎・校庭・体育館） 

別添資料６ 各施設・部屋の写真 

 

＜参考資料＞ 

参考資料１ 立面図（校舎棟） 

参考資料２ 体育館 維持管理費用（令和元年度） 

参考資料３ 世田谷ものづくり学校 収支実績（H30.8.1-R1.7.31） 

参考資料４ 世田谷ものづくり学校 収支実績（R1.8.1-R2.7.31） 

参考資料５ 耐震工事及び用途変更工事予定（２・３階を事務所と想定した場合） 

参考資料６ 中長期保全改修工事内容 

参考資料７ 基本協定書（案） 
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１．募集の主旨  

 

世田谷区では、旧池尻中学校校舎を活用した新たなコミュニティの場として、平成１６年（２０

０４年）に世田谷ものづくり学校を開設し、民間事業者のノウハウを生かした起業・創業支援をは

じめ、入居事業者間の交流や世田谷パン祭りなどのイベントを通じて地域との交流などを図ってき

ました。しかし、開設から１５年以上が経過したことで、これまでの取組みを評価・検証し、新た

な事業展開を図るべく、令和元年（２０１９年）１２月より、有識者や民間事業者などと意見交換

を重ね、今後の旧池尻中学校跡地の活用について、より効果的な活用を図るため、これまでの校舎

部分のみならず、体育館や校庭を含めた一体的な活用に向けた“基本コンセプト”を、令和３年（２

０２１年）２月に策定しました。 

 

また、本コンセプトに基づき、本事業への事業者の参画可能性や事業条件・内容等について、民

間事業者と対話を行い、効果的な民間活力の導入方策について調査するため、令和３年７月にサウ

ンディング調査を実施し、募集にあたっての要件の整理・検討を進めてきました。 

 

 この間、新型コロナ禍の流行によって、区内経済・産業は極めて厳しい状況に置かれており、ま

た、以前から課題として抱えている、超少子高齢化の進行やデジタル化をはじめ様々な社会経済状

況の変化に対して、区内の各事業者が対応していくことで、経営を改善し、事業の成長を図ってい

くことが必要となってきています。さらに、区内の事業者が新規事業を立ち上げチャレンジしてい

くことや、新たに起業・創業する事業者を支援していくことで、区内産業の新陳代謝も図っていく

ことが、持続的な地域経済の発展には重要と考えています。 

 

 旧池尻中学校跡地では、区内の既存産業に対する伴走型の支援による再活性化を図るとともに、

DX や SDGｓなど社会経済環境の変化を前提として、新しい価値を創出し得る事業者や人材を育

成・確保し、区内産業のイノベーションを創出・加速することで、地域経済の持続的な発展を目指

す拠点として機能させることを目的に、運営事業者の募集を行います。 
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２．事業の概要  
 

（１）基本的な考え方 

  区内産業及び地域社会が直面する状況を踏まえ（別添資料１参照）、「地域経済の持続可能な発 

展」を目的に掲げ、「産業基盤の強化」「起業の促進」「社会・地域課題解決に向けたソーシャル 

ビジネスの推進」「持続可能性を考慮した事業活動」を基本方針とした“世田谷区地域経済の持続 

可能な発展条例”（別添資料２参照）、および、基本コンセプト（別添資料３参照）を推進する拠 

点として、施設全体を一体的に活用する事業の提案をすること。 

  また、校舎・校庭・体育館の一体活用にあたっては、新たな価値を生み出す「出会いと創造」 

の場として、多様な主体が出会い、交流することで、区全体として抱える課題（社会課題）を解 

決する拠点となることを目指すこと。そのためには、多種多様な区民が気軽に訪れやすく滞在し 

やすい空間を設計し、魅力的なコンテンツや機能を提供するとともに、校庭・体育館については 

施設全体の顔として、校舎への人の流れを作る役割を担う提案をすること。 

 

（２）主な機能について 

  旧池尻中学校跡地を活用した拠点では、上記基本的な考え方を踏まえ、 

・世田谷区の産業の特性である暮らしを支え豊かにする生活関連産業を活性化させる 

・社会課題に果敢に挑戦する人材やソーシャルビジネスの発展を図る 

・子どもや若者など未来の起業家を育成する 

ことに重点を置いて事業を実施する。 

 そのためには、域外から稼ぐ力を持ち、先端技術や創造性により区民の暮らしや産業をアップ 

デートする事業者も拠点に集まり、インキュベーションマネージャー（事業者の状況を把握し、 

相談や支援策の提案、事業者同士の交流を促す）を触媒として、様々な事業者同士の交流や連携 

によるイノベーションを起こしていくことが必要である。 

 よって、拠点における主な機能の想定例を以下に示すが、具体的な事業内容については、民間 

の運営事業者による創意工夫やノウハウを最大限に発揮でき、より効果的かつ現実的な提案をす 

ること。 

 

【拠点おける主な機能】※別添資料４参照 

①既存産業の活性化支援 

・ハンズオン（伴走型）支援 

 区内事業者で自らの事業をアップデートしようとする事業者に対し、運営事業者のネットワー 

クを活用し、施設入居者や関連企業との協業によるハンズオン（伴走型）支援を実施する。例え 

ば、飲食店や小売店へのコンサルタント派遣による店舗デザインの見直しや新商品開発、専門家 

派遣による DX 対応や業務効率化など、生活関連産業をはじめとした区内既存事業者の経営の改 

善を支援する。 
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・第二創業の支援スペース 

 校舎棟の教室を活用したワークスペース、工房等を整備するとともに、運営事業者のネットワ 

ークを活かし、事業者の成長を支援する専門人材、他の入居事業者やサポート企業（スポンサー 

を含む）との交流や連会など、事業者の成長を促すために必要な資源を集積した支援スペースを 

構築する。 

 

・一般入居ブース 

 情報通信業、デザイン業、コンサルティング業など、区内既存産業の事業者が事業をアップデ 

ートする際のパートナーとなる事業者を誘致し、施設に入居させ、区内事業者との交流や連携を 

図る。 

 

 ②起業・創業支援 

 ・創業、スタートアップ支援スペース 

  第二創業の支援と同様に、事業スペースの提供や専門人材によるサポート、他企業との交流・ 

連携、さらには低廉な家賃やベンチャーキャピタルとのマッチングなど資金面でのサポート等、 

起業家やスタートアップの成長を支援するスペースを整備する。 

 

・成長を支援する専門人材の配置 

 民間コワーキングスペースなどでインキュベーションマネージャーとして実績のある人材を確 

保し、豊富な経験と人脈を活かし、入居者の相談や各種支援策とのマッチング、入居者同士の交 

流、区内産業へのアウトリーチなど、幅広い役割を持たせる。 

 

・アクセラレータープログラムの実施 

 運営事業者のネットワークを活用し、ベンチャーキャピタルと連携した入居者へのアクセラレ 

ータープログラムを実施する。 

 

・区内定着支援 

 運営事業者と区内の不動産事業者との連携により、物件オーナーとの折衝のみならず、物件の 

周囲の事業者と商店街等との将来的な協業も視野に入れた、入居者と区内のオフィス、店舗等と 

のマッチングの仕組みを構築する。 

 

③産業と連携した学びの支援 

・若い世代の学びの支援 

 運営事業者や入居者が持つ知識、技能、経験等を活かし、小中高生のアントレプレナーシップ 

（起業家精神）を育むための STEAM 教育や SDGs 等の問題解決の学習ができる常設の場やプロ 

グラムを実施し、次世代の起業家を育成する。 
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・事業者等のリスキリング支援 

 専門スキルを有する入居者やソーシャルビジネス事業者等との協業により、区内事業者等が 

SDGs の実現に必要な技能や、DX の推進に向けた ICT スキル、マーケティングの手法など、新 

たなスキルを学びなおす場を運営する。 

 

④区民・事業者に開かれた場（校庭、体育館） 

・区民の暮らしを支える事業者の新たな取組の支援と交流の場 

 創業者や資金力に乏しい事業者が活用しやすくなるよう、常設の屋外店舗での小売店や飲食店 

などによるトライアル販売、キッチンカーやワゴン屋台の実施、区内の既存事業者による新たな 

プロダクトやサービス開発にあたってのテストマーケティング等の活動調査の場を運営する。 

 

・テクノロジーを活用した社会実証フィールド 

 入居者や事業者が開発した新たなテクノロジーなどの社会実証フィールドとして活用する。 

例えば、自動運転などの移動モビリティ、高齢者や障害者を支援する機器（ロボットなど）の実 

証、菜園を活用した校舎内の飲食店等と連携したアップサイクル商品の開発や食品ロスを活用し 

た肥料への活用などの循環型経済のモデル実証、インクルーシブな遊具の開発やソーラーを用い 

た都市型エネルギーの開発などが考えられる。 

 

 ・地域の多様なコミュニティを育み、街の賑わいを創出する多目的な公共空間 

  地域団体や住民による活動の発表の場や、世田谷パン祭りやシアター会のようなイベント開催 

を通して新たな地域コミュニティの形成の場とする。 

 

・地域、個人の新たな活動や学びを後押しし、多様に活用できる公共空間 

 校舎内の事業者と連携した、学校の枠にとらわれない、個性を伸ばし創造性を発揮する 

STEAM な学び・遊びの場、地域や飲食・ゼブラ企業との連携による災害時に対応するフェーズ 

フリーな場所の検証、区内大学等と連携したフィールドアートの制作の場などとして活用する。 

 

（３）本拠点を通した産業の中長期的なビジョン（１０年程度） 

 ①区内産業活性化に向けた循環の創出 

  区の主要産業である「暮らしを支える生活関連産業」、ソーシャルビジネスなど「社会課題を 

解決する産業」を成長させるため、域外から稼ぐ力を持ち、先端技術や創造性をなどによってイ 

ノベーションをもたらす情報通信業やクリエイティブ業、コンサルタント業なども育成・確保 

し、三つの分野の産業がお互いに連携し、良い影響を及ぼしあいながら成長することで、地域経 

済が持続的に発展することを目指す。 
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②区内経済社会への持続可能な拡がり 

 本拠点を通して、区内各地で起業や事業を再構築した事業者が起点となり、新たな商品やサー 

ビス開発、デザインの力を活用した事業のリブランディング、販路拡大や新規顧客開拓、DX 化 

による生産性の向上、地域課題への対処など、街の新たな活力を創出し、地域経済の発展に寄与 

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）区の関与と区内産業団体の連携 

  本拠点の運営、事業者の成長や活性化支援には区も積極的に関与する。 

拠点に集う事業者と区内既存産業の協業の促進を図るため、「地域連携型ハンズオン支援事業 

（SETA COLOR）※」を発展的に取り込むこととし、委託事業を追加する。 

【委託金額：約 3 千万円】 

【区内産業の現状】 

③社会課題
を解決する
産業 

縮小（ネット通販等と
の競合） 

①暮らしを

支え豊かに

する生活関

連産業 連携不足 連携不足 

②外貨を稼ぎ

区内に変革を

もたらす産業 

連携不足 

少ない 少ない 

【区内産業活性化に向けた循環モデル】 

小売業、飲食業、サービス業、工業  
・建設業、農業、医療・介護福祉業 など 

①暮らしを支え豊かに

する生活関連産業

（世田谷区の主要産業）

②外貨を稼

ぎ区内に変

革をもたら

す産業

③社会課題
を解決する
産業

【連携・支援】 

【連携・支援】 

DX化、リブラ

ンディング、 

販路拡大等 

SDGｓへの

対応等 

環境、介護・ 

障害、子育て、
教育分野 など 

情報通信業、 
クリエイティブ業 など 

【連携・支援】 

DX化、経営安定化等 

 

 

 

区内の不動産事業
者ネットワークと
連携し、事業者の
区内定着を促進 

新たな産業活性化拠点で
創業した事業者や、事業を
再構築した事業者が区内
各地で事業を展開 

新たな産業
活性化拠点 

循環モデルにより、
既存事業者の事業再
構築や、新規の起業
創業を支援 

事業を再構築した事業者や新規創業
者を中心に、各地で「区内産業活性
化の循環」が生み出され、世田谷区
の産業が活性化 
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※地域連携型ハンズオン支援事業（SETA COLOR）は、令和４年度の委託予算額が約６千万円 

であるが、本拠点を通した効率的かつ効果的な支援が可能となること、また、後述する KPI を 

踏まえ、当該予算の 1/2 となる予算を委託金額をとして計上する。 

 

また、「産業創造プラットフォーム（SETAGAYA PORT）」などの事業を発展的に取り込むな 

ど、必要に応じて十分な支援体制を構築する。更に、世田谷区産業振興公社や区内産業団体と連 

携した取組みにより、既存産業に変化をもたらすよう全区的な強固な体制を構築する。 

 

３．貸付条件等  
 

（１）物件の概要・貸付範囲等 

  本事業で運営事業者に貸付ける物件の概要および範囲については、以下のとおり予定している 

が、最終的な貸付範囲や利用制限などの詳細は、協議の上取り決めることとします。 

所 在 地 東京都世田谷区池尻２－４－５ 

貸   付    物   件 校舎、校庭、体育館 

敷 地 面 積 9,441.872 ㎡ ※正確な数字は測量後に確定 

用 途 地 域 第一種住居地域 

建 ぺ い 率 ／ 容 積 率 60% ／ 200% 

 

 
※各階の平面図は別添資料５を参照（最新の状況と異なる場合があります） 

※各施設・部屋内の写真は別添資料６を参照（詳細な設備写真ではありません） 
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施設 延床面積 構造 階数 竣工 耐震性能（Is 値） 

校舎棟 3,481.67 ㎡ RC 造 4 階 昭和 50 年 6 月 西 0.50、東 0.48 

体育館棟 2,768.5 ㎡ SRC 造 4 階 平成 4 年 新耐震基準 

＊RC：鉄筋コンクリート  SRC：鉄筋鉄骨コンクリート 

※耐震性能（Is 値）については、令和４年度中に実施する耐震補強工事により、西 0.67、東 0.662 

となる予定。 

※体育館棟は、池尻小ふれあいルーム（73.66 ㎡）および便所（19.785 ㎡）を含む面積。 

 

【延床面積内訳】 

施設 種別 構造 １階 ２階 ３階 ４階 合計 

校舎棟 

校舎 RC 造 1,327.74 1,005.09 1,005.09 36.0（塔屋） 3,373.920 

便所・印刷室 RC 造 87.50    87.50 

身障者便所 RC 造 20.25    20.25 

体 育 館

棟 

体育館 SRC 造 1,855.325 519.27 195.20 178.92 2,748.715 

便所 RC 造 19.785    19.785 

計 6,250.170 

※校舎棟の各階教室の積載荷重については、建築基準法上の「事務室」の基準値である、 

 床：290kg/㎡、架構：180kg/㎡、地震力：80kg/㎡ となっている。 

 

【利用制限について】 

 校庭・体育館については、区の医療救護所として指定されているため、災害が発生した際には、そ

の機能を担うため、一時的に利用制限がなされます。また、校庭などの夜間利用については、地域住

民や学校への影響を踏まえ、協議の上決定することとする。 

その他、以下の部分については利用の制限がなされます。管理運営については、原則当該部分も

含め運営事業者が担うこととし、制限される割合の管理費相当については区で負担するものとする。   

上記以外に、利用の制限が発生する場合には都度協議の上決定することとする。 
 

平面図①の部分 

：現状、池尻小学校ふれあいルームとして活用されており、地域の高齢者団体によるサロンやミニ 

デイ、囲碁や健康麻雀、また、子育てサロンとして活用されており、現状９割以上の利用率となっ 

ていることから、本部分については前述の利用を優先し、空きが出た場合については、運営事業 

者が活用できる枠組みとする。 

 

平面図②の部分 

：現状、体育館のアリーナ部分については、地域スポーツやイベントでの利用率が８割程度となっ 

ていることから、本部分については現在の利用方法を基本とし、２割程度を運営事業者が活用で 

きる枠組みとする。（現在の利用方法のまま活用する部分については、利用料金などもこれまでと 

同様とする。） 
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（２）物件の用途変更、工事内容および負担について 

 ①校舎部分の用途変更について 

現状の建築基準法上の用途については、「校舎棟・体育館棟・校庭：08990 その他（ものづく 

り学校）」となっているが、令和４年度に耐震補強工事及び中長期保全改修工事を実施したのち、 

運営事業者の提案により校舎棟のうち事務所として活用する部分については、床面積 3,000 ㎡を 

限度に事務所用途に変更し、それに伴う必要な改修工事を実施する。 

  

 ②区と運営事業者の工事負担について 
 

【校舎棟】 

  運営事業者からの提案を踏まえ、一部学校施設から事務所・飲食店等に用途変更の必要が生じる 

が、その費用については、具体的な変更内容や箇所、配置、面積などに応じて変動することから、 

以下の通り概算で金額を算出する。なお、区が行う予定の整備について、運営事業者が実施したほ 

うが効果的かつ効率的な場合は、運営事業者が設計・施工し、その費用について区が負担すること 

も含め、協議の上決定するものとする。 
  

（区が行う整備） 

 ・令和４年度：躯体維持管理に必要な工事（耐震補強・中長期保全改修工事、キュービクル工事等） 

  ・令和５年度：用途変更に伴う建築工事（排煙サッシ、防火戸等）【工事金額：約 0.8 億円】 

         電気工事（非常用照明、非常用発電機、煙感知器等）【工事金額：約 0.3 億円】 

         機械工事（換気設備、階段昇降機等）【工事金額：約 0.3 億円】 
 

（運営事業者が行う整備） 

 ・令和５年度：事業内容に応じた必要な内装工事 

 

【体育館棟】 

（区が行う整備）特になし 

（運営事業者が行う整備） 

 ・令和５年度：事業内容に応じた必要な内装工事 

 

【校 庭】 

運営事業者からの提案を踏まえ、具体的な整備内容が決まってくることから、その費用について 

は以下の通り概算で金額を算出する。なお、区が行う予定の整備について、運営事業者が実施した 

ほうが効果的かつ効率的な場合は、運営事業者が設計・施工し、その費用について区が負担金とし 

て支出することも含め、協議の上決定するものとする。 
 

（区が行う整備） 

 ・令和４年度：中学校校庭測量・設計【金額：約 400 万円】 

 ・令和５年度：中学校校庭整備（既存フェンス・植栽撤去、防球フェンス設置、校庭の土入替え） 

        【工事金額：約 5,200 万円】 
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（運営事業者が行う整備） 

 ・令和５年度：事業用途に合わせたグラウンド整備工事（芝敷設工事など） 

 

 ③整備工事にあたっての留意点 

 ・契約期間が終了する時には、運営事業者により工事した部分については、原則原状回復を行う 

こととします。ただし、工事実施前及び契約終了時に区より承認を得た内装及び設備について 

は、原状回復を不要とします。なお、原状回復の費用については運営事業者が負担する。 

 ・校庭、体育館については医療救護所に指定されているため、建築物や大規模工作物等の設置は 

実施できないものとする。 

 ・区が予定している校庭境界に設置するフェンスについては、扉を設け、緊急時の人の出入りを 

可能とすることで、医療救護所としての機能を維持する。また、フェンスは通常時はセキュリテ 

ィやプライバシー保護を考慮したものとする。ただし、安全性や費用面を考慮しながら、イベン 

ト実施時などの際に、池尻小学校校庭との一体活用が可能な可動式フェンスを検討する。 

 

（３）運営及び評価の仕組み 

  本事業の運営にあたっては、区と運営事業者による運営委員会を組成し、施設のマネジメント 

を図ることとする。また、KPI 等の達成度の確認や適切な運営が行われているか等を評価するた 

め、外部有識者や産業団体、区民、区からなる評価委員会を設置し、事業の総合的な評価を行う。 
 

【運営委員会】 

  区と運営事業者により組織し、運営方針の策定、運営方針に基づく事業計画（年度毎）の策定を 

行うとともに、適正な運営が行われるよう月１回程度協議を行う。また、事業計画に基づく運営 

状況や実績・成果などを取りまとめた事業報告書を策定し、評価委員会へ報告を行う。 

 

【評価委員会】 

 学識経験者、外部有識者、産業団体、区民、区などから組織し、運営委員会から提出された事業 

報告書を基に、専門的・客観的見地から、年２回程度評価委員会を開催する。必要に応じて、改善 

要求や勧告等の措置を行うとともに、改善状況の報告をさせる等の権限を付与する。 

 

（４）成果指標（KPI：Key Performance Indicator） 

  本事業における各機能の直接的な成果として、次に掲げる KPI の数値をベースとして運営事業 

者から提案を受け、双方協議の上決定するものとする。なお、事業開始から３年目までは事業の 

立ち上げ期にあたるため、本数値については４年目から適用するものとし、３年目までの KPI は 

運営事業者の提案をもとに、段階的に定めることとする。 

 また、次に掲げる KPI 以外の数値目標も運営事業者が提案できるものとし、その提案が事業の 

効果的な運営にとってより重要であると評価委員会が判断できる場合には、次に掲げる KPI の変 

更を認めるものとする。なお、本募集における提案書にも、提案者が適切と考える KPI を設定す 

ること。 
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①既存産業の活性化支援 

世田谷ものづくり学校では、区内既存産業との連携や支援が十分でなかったことから、ハンズ

オン支援やアクセラレータープログラム等による支援に関し KPI を設定する。 

・区内産業へのハンズオン支援 

（新ビジネス開発や入居者と区内産業のビジネスマッチングを含む）  20 件～25 件/年 

・アクセラレータープログラム等による支援             80 社～100 社/年 
 

②起業・創業支援 

世田谷ものづくり学校では、区内での開業が少なかったことから、起業・創業者側のニーズも踏

まえたアクセラレータープログラムなどの支援の提供および区内定着支援を行うことを前提に、

区内での起業・創業者数の KPI を設定する。 

・区内起業・創業者数     10 社～15 社/年 

（うち社会起業家数 ２～３社/年） 

・入居者や区内産業とのビジネスマッチング      10 件/年 

・アクセラレータープログラム等による支援            80 社～100 社/年（再掲） 

・ソーシャルインパクト達成率                   70％ 
 

③産業と連携した学びの場 

世田谷ものづくり学校では、事業者向けセミナーやキッズワークショップなどの学びは提供さ

れていたものの、体系的プログラムは提供されていなかったため、常設で学びが提供される場を

設置し、体系的なプログラムを提供していく。 

・常設の学びの場の運営    （事業者との協議により定める） 

・アントレプレナー教育のプログラム数       （事業者との協議により定める） 
 

④区民に開かれた場  

世田谷ものづくり学校では、世田谷パン祭りや池尻ロマンス座をはじめとするイベントを中心

に取り組み、地域コミュニティの拠点として一定の評価がされている。今後、さらに多くの区民に

開かれた施設としていく。 

・来場者数         （事業者との協議により定める） 

・地域・事業者のイベント開催数   （事業者との協議により定める） 

 

以上の KPI の達成により、区の KGI（Key Goal Indicator）として、以下を達成することを想定している。 

・区内事業者の売上増     4.4 億円～6.6 億円／年 

・区内経済効果       9.8 億円～14.6 億円／年 

 

（５）基本協定及び賃貸借契約について 

  本事業を実施していくにあたっては、区と運営事業者との間で、上記の内容を含む基本協定及 

び土地・建物賃貸借契約を協議のうえ締結し、事業を進めていくこととする。 

①基本協定の締結 

  公募を経て選定された運営事業者との間で、次の事項に係る内容について、協議のうえ基本協 
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定に規定することとする。 
 

【協定の事項】 

・旧池尻中学校跡地を活用して取組む事業の目的 

  ・事業内容及び取組の具体的な内容 

  ・整備する施設の使用や備える機能 

  ・達成すべき KPI や目指すべき将来像 

  ・運営の手法、評価の仕組み 

  ・業績（KPI など）低迷時の勧告や協議等の事業終了の手続き など 
 

 ②土地・建物の賃貸借契約 

  基本協定に紐づく形で、旧池尻中学校跡地に関する土地・建物賃貸借契約を運営事業者との間 

で締結する。なお、使用用途は基本協定に基づく取組の履行に限定する。 

契約期間は運営事業者による設備投資等を促し、中長期視点に立った主体的な創意工夫や充実 

した取組を行うため、施設の運営開始から 10 年後までとする。その後の契約更新については、事 

業の性質を鑑み、5 年単位を基本とし、業績（KPI 等）の達成度や、区の公共施設としての活用需 

要などを踏まえ、総合的に判断する。なお、契約事項には、建物の解体、別用途利用の必要が生じ 

た場合や契約違反等による契約解除条項を設けることとする。 

 

（６）業績（KPI 等）低迷時の事業終了の手続きについて 

  基本協定に基づき、業績（KPI 等）の低迷時には、以下の流れで事業終了の手続きを取るものと 

する。 
 

①運営委員会による事業報告をもとに、業績（KPI 等）について評価委員会による評価を実施し、 

KPI 達成度について一つでも 70%を下回る場合には、評価委員会は改善要求を出し、運営委員 

会は業績改善に向けた計画を策定のうえ取組を実施する。ただし、70%を下回る場合について 

も、1 社・件あたりの質的な面（新たな価値を提供しているか、波及効果が高いモデルであるか 

等）も考慮し、改善要求の要否を判断するものとする。 

 ②改善計画に基づく取組を行ったにも関わらず、改善がみられず、かつ、将来の改善見込みも小 

さいと評価委員会が判断した場合は、評価委員会は契約解除勧告を行う。なお、契約解除勧告に 

ついては、下記項目に基づき総合的に判断する。 

  ・KPI 達成度 

  ・KPI 達成度の改善状況・進捗状況 

  ・施設運営状況、企画・イベントなどの活動量・実態 

  ・入居事業者や被支援事業者へのアンケート結果 

  ・地域住民等の評価、地域への貢献度 

  ・社会経済環境の変化等の外部要因 など 

 ③勧告を踏まえ、運営事業者との契約解除協議を経て、土地・建物賃貸借契約の解除を行い、事業 

を終了する。その際、運営事業者の初期投資に係る損失補償等については、法令に基づき協議の 

うえ行う。 

17



 

14 

＜参考：公募から事業終了までのフロー＞ 

 

基本協定の締結

（区・運営事業者）

・基本的考え方（目的、目指す方向）

・整備する施設、備える機能

・ＫＰＩ、目指すべき将来像

・運営委員会及び評価委員会の設置

・ＰＤＣＡの考え方

・事業終了の手続き 等

賃貸借契約の締結

（区・運営事業者）

これらを条件に

基本協定を締結

・基本協定に基づく取組実施を前提に賃貸借契約締結（１０年間）

・契約条項に契約解除条項を規定

運営計画の策定

（運営委員会）

Ｐ（計画）

・区及び運営事業者からなる運営委員会を設置

・運営委員会にて運営計画を策定

事業運営

（運営委員会）

Ｄ（実行）

評価委員会による評価

・運営計画に基づき事業実施

Ｃ（評価）
・学識経験者、産業団体、区民、区からなる評価委員会を設置

・ＫＰＩ状況及び経過状況、施設運営状況、客観的評価等による総合的評価

評価結果

「問題なし」

事業継続

評価結果

「改善の必要あり」

Ａ（改善）

事業改善計画

（運営委員会）

・評価及び改善要求を踏まえ、事業改善計画を策定

・評価委員会による確認を経て事業実施

事業改善 事業の改善なし

改善の見込み小

基本協定に基づく

事業終了協議

（損失補償協議含む）

賃貸借契約の契約解除

基本協定に基づく

評価・ＰＤＣＡ

運営事業者の

公募・選定

・基本的考え方（目的、目指す方向（持続的な地域産業/経済の発展、区民生活の質の向上）

・事業内容

・運営委員会、評価委員会の設置

・ＰＤＣＡの考え方

・事業終了の手続き 等

改善要求

契約解除勧告

事業終了
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（７）本拠点の賃借料について 

  運営事業者が区へ納付する土地・建物を合わせた賃借料については、月額１００万円 

（年１，２００万円）を下限とする。ただし、貸付範囲の縮小や、利用制限がかかる部分が増える 

場合については、当該賃借料の見直しを行うものとする。また、消費者物価指数等の公的に示さ 

れる数値が著しく変動し、賃借料の減額もしくは増額が必要と考えられる場合などについては、 

区及び運営事業者双方から改定を請求できるものとし、協議の上決定することとする。 

  なお、賃借料の発生時期は、施設が開設した月からとし、運営開始前の改修工事にかかる期間 

については、賃借料は発生しないものとする。 

 

（８）区と運営事業者の修繕・管理の分担 

  本事業を運営・維持管理していく中で、区及び運営事業者の修繕・管理業務の対象・範囲につい 

ては以下のとおりとし、記載が無い部分については、双方協議の上決定するものとする。 
 

 【区が行う修繕・管理】 

 ・建物本体の躯体、構造壁、外壁、地下埋設設備、躯体内埋設設備、建物に付随するものに係る 

大規模な改修工事 

  ・自家用電気工作物修繕・管理 

  ・簡易専用水道検査 

  ・受水槽・高置水槽修繕・管理 

  ・建築物環境衛生管理技術者選任 

  ・空気環境測定 

  ・水質検査 

  ・残留塩素測定定期確認 

  ・区が設置した消防用設備等（誘導灯及び誘導標識、屋内消火栓、非常電源専用受電設備、自動 

火災報知設備、非常用照明設備、避難器具、防火シャッター）修繕・管理 

 

 【運営事業者が行う修繕・管理】 

 ・小荷物専用昇降機の点検及び修繕 

・冷暖房機点検及び修繕 

・残留塩素測定検査 

・殺虫・殺鼠 

・トイレ清掃 

・室内等清掃 

・共用部分の清掃、管理 

・屋外清掃 

・植木剪定 

・水場清掃 

・トイレットペーパー等共用部分消耗品補充 
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  ・各種備品の点検・修繕 

・共用部分蛍光灯交換 

・天井・壁・床・窓サッシの破損等の修繕 

・水道の簡易な修繕 

・排水管の清掃・簡易な修繕 

・その他の小破修繕 

・施設全体の警備 

・駐車場・駐輪場・屋上の管理 

・雨水ますや U 字溝の清掃 

・校庭フェンス・敷地境界フェンスの簡易な修繕 

・共用部分（通路舗装等）の簡易な修繕 

・技術工作台等の点検及び修繕 

 

（９）禁止行為・契約解除について 

  （６）の契約解除の場合のほか、契約期間中以下の項目に該当する状況となった場合は、区は 

契約を解除できるものとする。 
   

・区が、地方自治法第２３８条の５第４項の規定により、公用又は公共用に供するために、本施設 

を利用する必要が生じた場合 

・本施設について、運営事業者が区の承認を得ることなく、契約時に指定する期日までに、契約時 

に指定する用途に供しなかったとき、又は指定する期間内に基本協定で指定する用途以外に供 

したとき 

・運営事業者が本施設を政治的もしくは宗教的な用途、風俗営業等の用途、暴力団事務所等の用 

途、著しく近隣環境を損なう用途または公序良俗に反する用途、その他関係法令に反する用途 

に供したとき 

 ・運営事業者が区の承認を得ることなく、建物等の新築、増築、改修または撤去を行ったとき 

 ・運営事業者が賃借料の納付を怠ったとき 

 ・運営事業者が区の承認を得ることなく、貸付物件の転貸又は賃借権の譲渡、使用もしくは収益 

を目的とする権利の設定を行ったとき 

 ・運営事業者が物件保全義務を怠ったために、貸付物件を荒廃に至らしめたとき 

 ・運営事業者が近隣住民や利用者に対して著しい損害を及ぼす行為を行ったとき 

 ・その他、運営事業者に契約を継続しがたい重大な過失などがあったとき 

 

（１０）区と運営事業者のリスク負担の考え方 

  契約期間におけるリスク負担は、以下の方針により対応するものとする。なお、記載がない事 

項については、都度協議により負担区分を定めることとする。 
 

①関係法令等の変更 

  関係法令等に変更があり、事業の運営に影響を及ぼす場合には、影響する内容に鑑みて、双方 
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協議の上、対応することとする。 
 

②事業における第三者への損害 

 事業の実施により、運営事業者が第三者に損害を与えた場合には、運営事業者の負担により対 

応を行うこととする。ただし、当該損害が区の責めに帰すべき要因で発生した場合は、この限り 

でない。 
 

③自然災害など不可抗力による施設への損害 

 自然災害による施設への損害があった場合には、その損害が与える事業への影響を踏まえて、 

双方協議の上、対応を行うこととする。なお、損害が著しく、事業の継続が困難または再開に時間 

を要する場合には、事業を中止する。 

 

４．提案事業の応募  
 

（１）参加資格要件 

 「２．事業の概要」及び「３．貸付条件等」で示す内容により事業を実施する意思があり、次に 

掲げる①から⑧までの要件を全て満たす法人等は応募資格を有するものとする。 

 なお、複数の法人等からなる共同体による共同提案の応募についても、可能とする。ただし、そ

の場合には、予め代表者を定め、その代表者が応募及び事業に必要な諸手続きを行うこと。また、

共同提案の場合、全ての法人もしくは出資予定者（SPC（特定目的会社）設立予定の場合）が当該

要件を満たすことが必要となる。 

①会社更生法（平成14年法律第154号）の規定により、更生手続開始の申し立てをしていない 

こと 

②民事再生法（平成11年法律第225号）の規定により、再生手続開始の申し立てをしていない 

こと 

③地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項（同令第１６７条の１１ 

第１項において準用する場合も含む。）の規定に該当しないこと。また、同条第２項による措 

置を受けていないこと。 

④世田谷区から入札参加禁止又は指名停止の措置を受けている期間中でないこと。 

⑤都市計画法等において法令違反がないこと。 

⑥法人税、消費税及び地方消費税等の税金に滞納がないこと。 

⑦本事業を円滑に遂行できる安定した財務能力を有していること。 

  ⑧世田谷区暴力団排除活動推進条例（平成 24 年 12 月 10 日条例第 55 号）第 2 条に規定する 

「暴力団」及び「暴力団員」、「暴力団関係者」でないこと。 

 

（２）応募の手続き 

  ①現地見学会の開催 

   本事業の貸付物件の現地確認について、以下のとおり開催します。参加を希望される場合に 

は、期日までに下記申込先へ、事業者名、参加人数、連絡先（担当者の氏名、電話番号、メール 
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アドレス）を明記の上、電子メールにてご連絡ください。なお、件名は「現地見学会参加申込」 

としてください。 
   

  【現地見学会開催日】 

   令和４年８月１日（月）～８月５日（金）で２日間程度（予定） 

  【申込受付期限】 

   令和４年７月 29 日（金）17 時まで（必着） 

  【申込先】 

   「８．問合せ先・提出先」のとおり 

   

  ②募集要項に対する質疑回答 

   募集要項の内容に対する質問がある場合は、様式１「質問書」に質問事項を記入の上、件名を 

「【質問】旧池尻中学校跡地活用事業提案 募集要項」として電子メールにてお送りください。 
 

  【質問受付期限】 

   令和 4 年 8 月 31 日（水）17 時まで（必着） 

  【送付先】 

   「８．問合せ先・提出先」のとおり 

  【質問に対する回答】 

   令和 4 年 9 月 16 日（金）までに、全ての質問と回答を、一括して取りまとめ、電子メールで 

送付するほか、ホームページ上にて公開します。なお、質問の内容によっては、ホームページ上 

での回答ではなく、メールにて個別に回答する場合があります。 
 

③参加表明書等の提出 

 本募集に応募する法人又は共同体は、以下のとおり、参加表明を必ず行ってください。参加表 

明を行わない場合は、提案書類の受付を行いません。 
 

【提出書類】 

 ・様式２「参加表明書」 

 ・履歴事項全部証明書（発行日から３か月以内） 

 ・直近３か年における法人税納税証明書及び消費税納税証明書 

 ・直近３か年における確定申告書類（貸借対照表、損益計算書を含む） 

 ・法人の概要が分かる資料（会社パンフレットなど） 

【提出期限】 

 令和 4 年 10 月 7 日（金）17 時まで（必着） 

【提出方法】 

   「８．問合せ先・提出先」のとおり 

【留意点】 

 ・参加表明は、法人または共同体とし、個人のみでの参加表明はできません。 

 ・共同体の場合、代表法人が参加表明を行うものとし、参加表明時点で構成員、出資者等を全 
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て確定させる必要はありません。 

   ・参加表明後、途中で参加を辞退する場合は、様式３「参加辞退届」を提出すること。 
  

 ④提案書類の提出 

   ③にて参加表明を行った法人及び共同体に限り、以下のとおり提案書類を提出してください。 
   

  【提案書の部数】 

   １５部（正本１部、副本１４部） 

 （Ａ４判、両面刷り、合計 50 ページ以内（表紙含む、カラー可）、様式自由。表紙に、あて名 

「世田谷区」、タイトル、提出年月、社名（正本のみ）を記載すること。） 
 

※会社名その他提出者が容易に特定できる情報は、提案書の正本にのみ記載し、副本には一 

切記載しないこと。 
 

【提出期限】 

 令和 4 年 12 月 2 日（金）17 時（必着） 
 

【提出方法】 

   「８．問合せ先・提出先」のとおり 
 

【提案書に求める内容】 

 ・事業の実施体制 

・事業コンセプト 

・過去における同種又は類似の事業を運営した実績 

・事業を実施する上で、他社より優れていると自認する点とその理由 

 ・既存産業の活性化支援に関する提案（KPI を含む） 

 ・起業・創業の支援に関する提案（KPI を含む） 

 ・産業と連携した学びの支援に関する提案（KPI を含む） 

 ・区民・事業者に開かれた場に関する提案（KPI を含む） 

 ・施設全体活用計画（校舎、校庭、体育館の一体的活用） 

 ・事業運営計画 

・施設改修計画（改修項目や金額を含む） ※参考様式あり 

・初期投資に伴う資金計画 ※参考様式あり 

 ・資金収支計画（10 年間の収入計画及び支出計画、区への賃借料を含む） ※参考様式あり 

 ・運営開始までの工程表 
 

【留意事項】 

 ・提案書類の提出後、必要に応じ、事務局からの指示により追加書類の提出を求める場合が 

あります。 

   ・提案書類の提出後、事務局からの指示があった場合を除き、提出書類の変更、差替え及び再 

提出は認めません。 
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５．提案書の審査  
 

（１）書類審査 

  応募者が５者を超える場合には、学識経験等を有する外部の有識者も含む審査委員により、提 

案書の内容について、「提案書を特定するための評価基準」に基づき書類審査を行い、上位５者に 

絞り込む。 

 

（２）プレゼンテーション審査（令和 4 年 12 月下旬～令和 5 年 1 月） 

  応募者のプレゼンテーションに基づき、審査委員による最終審査を行い、提案書の特定を行う。 

なお、審査の結果、一定の基準を超える提案事業者が存在しなかった場合は、候補者の特定を行 

わないものとする。 

 

＜審査員の構成＞ 

（外部有識者） 

柏 修平     デロイトトーマツベンチャーサポート株式会社 

          スタートアップ事業部 事業部長 

 近藤 ヒデノリ  株式会社博報堂 UNIVERSITY of CREATIVITY（UoC） 

          サステナブル領域ディレクター 

          Local.Biz 元編集 

 鈴木 敦子    NPO 法人 ETIC. 元事務局長  

 長山 宗広    駒澤大学経済学部教授 

 平岩 国泰    新渡戸文化学園 理事長 （VIVISTOP NITOBE 運営） 

          特定非営利活動法人 放課後 NPO アフタースクール 代表理事 
                                 

五十音順・敬称略 

（世田谷区） 

  世田谷区 政策経営部長、経済産業部長、教育政策部長 

                                        計８名 
 

＜提案書を特定するための評価基準＞ 

①事業の実施体制 

・業務責任者などの実績・経歴等 

・事務局の人員体制及び知見・実績を有しているか 

・運営事業者と区の役割及び連携体制 

・区内産業及び経済の現状を認識し、整理・分析を行う能力があるか  

②事業コンセプト 

・区の方針や目的に関連付けられ、相乗効果を生み出すことが期待できる提案であるか 

・校舎、校庭、体育館の一体的な活用にとって、ポテンシャルを上げ、活用の幅を広げることに資 

する提案であるか 
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 ・区の現状やニーズについての理解がなされたものになっているか 

③過去における同種又は類似の事業を運営した実績 

・これまでに同様のテーマの施設や、事業者に対するハンズオン支援や創業支援、事業者のマッ 

チングによる新規事業の企画などに係る他の実績を有しているか 

④事業を実施する上で、他社より優れていると自認する点とその理由 

・他社よりも効果的かつ効率的に事業を実施できるリソースや知見等を有しているか 

⑤※既存産業の活性化支援に関する提案 

・運営事業者のネットワークにより、施設への入居者と関連企業との協業による区内事業者への

効果的な支援を構築できる提案になっているか 

・区内産業が抱える様々な課題に対して、それを解決に導く多様な専門家や企業をアサインでき

る体制・仕組みとなっているか 

⑥※起業・創業の支援に関する提案 

・起業家やスタートアップの成長を効果的に支援する仕組み・体制が整っているか 

・社会課題を解決する事業者を支援するノウハウや知見を有し、効果的な支援となっているか 

・施設で成長した事業者が、区内で開業できるような、効果的な定着支援の仕組みが提案されて 

いるか 

⑦※産業と連携した学びの支援に関する提案 

・次世代の起業家を育成するため、産業と連携した効果的な STEAM 教育や SDGs などの学習プ 

ログラムを実施する提案となっているか 

・多くの子どもが、低額な利用料で常設の学びの場を利用することができるような提案となって 

いるか 

 ・社会経済の変化から生じる DX や SDGs 等への対応を図るため、効果的なリスキリング支援の 

コンテンツが提案されているか 

⑧※区民・事業者に開かれた場に関する提案 

・暮らしを支える事業者や創業者、社会起業家の新たな取組や実証実験等について支援する、具 

体的かつ効果的な提案がなされているか 

 ・個人、地域の新たな活動や学びを後押しし、地域の多様なコミュニティを育み、街の賑わいを創 

出する多目的な空間として具体的かつ効果的な提案がなされているか 

⑨施設全体活用計画（校舎、校庭、体育館の一体的活用） 

・施設全体が「出会いと創造」の場として、気軽に訪れやすく滞在しやすい空間の提案となってい 

るか 

 ・施設全体の顔として校庭、体育館で多様なコンテンツや機能を提供し、校舎への人の流れをつ 

くり、効果的な一体的活用の提案がなされているか。 

⑩事業運営計画 

・現実的で、効果的かつ効率的な事業運営が図られる計画となっているか 

・計画の見直しなど、柔軟な対応を実施できる体制が整っているか 

・KPI の達成に向けた道筋が示されているか 
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⑪施設改修計画（改修項目や金額を含む） 

・本事業の目的を達成するための必要な改修投資がなされているか、投資規模（金額）が適正であ 

るか 

⑫初期投資に伴う資金計画 

・資金調達の目途、確保先が明確になっており、必要な改修が現実的に実施される資金計画にな 

っているか 

⑬資金収支計画（10 年間の収入計画及び支出計画、区への賃借料を含む） 

・想定される事業収入及び支出が現実的な計画となっているか 

・事業者の収益と区への賃借料のバランスが妥当か  

⑭財務の安定性 

・事業者に当該施設を継続して運営していけるだけの資金的な体力があり、財務状況が安定して 

いるか 

 

※⑤から⑧の施設の各機能の評価点の配分については同一とする。 

 

（３）審査結果の通知（令和５年１月中） 

  審査の結果については、全ての応募者に文書にて通知します。なお、契約候補事業者名及び審 

査結果について、区が必要に応じて公表できるものとします。 

 

６．全体スケジュール（予定を含む）  
 

 

内容 日程 

募集要項の公表 令和4年7月4日（月） 

現地見学会の参加申込期限 令和4年7月29日（金） 

現地見学会の開催 令和4年8月1日（月）～8月5日（金） 

質問受付期限 令和4年8月31日（水） 

質問に対する回答 令和4年9月16日（金） 

参加表明書等の提出期限 令和4年10月7日（金） 

提案書類の提出期限 令和4年12月2日（金） 

書類審査及びプレゼン審査 令和4年12月～令和5年1月 

契約候補者事業者の決定 令和5年1月下旬 

基本協定の締結 令和5年3月 

土地・建物賃貸借契約の締結 令和5年4月 

校舎用途変更・内装工事、校庭外構工事等 令和5年4月～令和5年12月 

施設運営開始 令和6年1月ごろ 

 

 

26



 

23 

７．その他留意点  
 

（１）参加表明書及び提案書の作成・提出、プレゼンテーション等に要する費用は提案者の負担と

し、世田谷区では一切負担しない。 

（２）手続において使用する言語及び通貨は日本語及び日本国通貨に限る。 

（３）契約保証金  免除 

（４）契約書作成の要否  要 

（５）当該業務に直接関連する他の委託契約を当該業務の委託契約相手先との随意契約によ 

り締結する予定の有無  有 

（６）提出期限以降における参加表明書及び提案書の差替え又は再提出は原則認めない。 

（７）提出された参加表明書及び提案書は返却しない。 

（８）参加表明書及び提案書に虚偽の記載をした場合、審査委員への直接・間接を問わず審査に関 

する連絡を取った場合、審査の公平さに影響を与える行為があったと認められるときは、これ 

に関与した応募者は失格とする。 

（９）提案書の提出後に参加資格要件に該当しないこととなった者は、提案書審査及び契約交渉の

対象としない。 

（１０）提案書の提出後であっても、審査に必要がある場合は、追加書類の提出を求める場合があ

る。なお、追加書類の提出に係る費用は提案者の負担とする。 

（１１）協定及び契約は区と詳細な協議を行ったうえで締結するものとする。 

（１２）本募集は契約候補者の選定を目的とし、契約において区は選定された提案書の内容に拘束 

されない。 

（１３）区は、当該案件に参加を表明した者及び提案書を提出した者の商号・名称、並びに提案書を

特定した理由（審査経過等）を公表することができる。 

（１４）本事業に係る区の予算措置部分については、当該部分に係る予算が成立し、予算の配当が

なされることを条件とする。 

 

８．問合せ先・提出先  
 

世田谷区 経済産業部 産業連携交流推進課、工業・ものづくり・雇用促進課 

住 所：〒１５４－０００４ 世田谷区太子堂２－１６－７ 三軒茶屋分庁舎４階 

担 当：（産業連携交流推進課）北川、宮城 （工業・ものづくり・雇用促進課）小座間、村田 

電 話：０３－３４１１－６６５３ 

ＦＡＸ：０３－３４１１－６６３５ 

メール：sea03647@ mb.city.setagaya.tokyo.jp（産業連携交流推進課） 

    SEA01002@ mb.city.setagaya.tokyo.jp（工業・ものづくり・雇用促進課） 

窓口時間：９：００～１７：００（土日・祝日を除く） 
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提出年月日：

法人名：

代表者名：

担当者名及び連絡先：

NO
募集要項の
該当ページ

質問内容 回答

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

＊必要に応じて行を追加してください。

旧池尻中学校跡地活用事業提案に係る質問書（兼回答書）

【様式１】 28



【様式２】 

令和   年  月  日  

 

 

世田谷区経済産業部 あて 

 

                    商号又は名称 

                    代表者名          ㊞ 

 

参 加 表 明 書  

 

旧池尻中学校跡地活用事業提案に参加したいので、参加資格を満たすことを

誓約し、参加表明書等を提出します。 

 

【参加代表法人】 

主たる事務所の所在地： 

法人名： 

代表者氏名：                ㊞ 

 

【構成法人名（共同体での提案の場合）】 

主たる事務所の所在地： 

法人名： 

代表者氏名：                ㊞ 

 

（担当者） 

所属・職・氏名： 

電話： 

電子メール： 

 

 

＜添付書類＞ 

・履歴事項全部証明書（発行日から３か月以内） 

・直近３か年における法人税納税証明書及び消費税納税証明書 

・直近３か年における確定申告書類（貸借対照表、損益計算書を含む） 

・法人の概要が分かる資料（会社パンフレットなど） 
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【様式３】 

 

参加辞退届 

 

令和  年  月  日 

 

世田谷区経済産業部 あて 

 

所在地   

法人名  

代表者名            ㊞ 

 

 

旧池尻中学校跡地活用事業提案に参加表明をしましたが、参加を辞退したいので届

け出ます。 

 

 

１ 辞退理由 

 

 

 

２ 連絡担当者 

（１）所属・役職 

    

（２）氏名 

    

（３）電話番号 

    

（４）連絡先メールアドレス 
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※施設の改修計画に係るパース図などは別途添付すること

想定金額（百万円）

合計

施設改修計画

工事項目 算出根拠　
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１．資金調達計画

金額（百万円）

1 自己資金

2 借入金・社債等

（１）

（２）

（３）

（４）

3 その他

２．借入金・社債等内訳

金額（百万円） 金利 返済方法 償還年限 備考

（１）

（２）

（３）

（４）

初期投資に伴う資金計画書

合計（百万円）

調達先・手法
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単位：百万円

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

収入　小計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

区への賃借料

支出　小計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

単年度収支 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

累積収支 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

事業期間（年目）
費目

資金収支計画書

33



百万円　・　百万円/年

百万円　・　百万円/年

百万円　・　百万円/年

百万円　・　百万円/年

百万円　・　百万円/年

百万円　・　百万円/年

百万円　・　百万円/年

百万円　・　百万円/年

百万円　・　百万円/年

百万円　・　百万円/年

百万円　・　百万円/年

百万円　・　百万円/年

百万円　・　百万円/年

百万円　・　百万円/年

百万円　・　百万円/年

百万円　・　百万円/年

百万円　・　百万円/年

支出

資金収支計画　各項目算出の考え方

費目 算出根拠想定金額（百万円）

収入
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世田谷区

経済産業部

1

区内経済・産業の状況について

（概要）
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区内産業の状況（事業所数の推移）
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事業所数の推移（業種別）
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 区内事業所数は直近では減少傾向。

 特に、主要産業である卸売・小売業、雇用を支えてきた飲食業などで減少。構成割合も減少傾向にあり、
区内産業構造も変化しつつある。
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区内産業の状況（従業者数の推移）
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 従業者も直近では減少傾向。

 特に、区内の雇用を支えてきた卸売・小売業、飲食業は減少。一方、情報通信業は増加。

（出典）RESAS、経済センサスより作成
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区内産業の状況（企業あたり売上高、付加価値額）

 １社あたり売上高および付加価値額は、世田谷の主要産業である卸売・小売業で低下。一方、情報通信
業における生産性は向上。

 区内で生み出される売上高及び付加価値額にしめる業種構成も大きく変化。

※付加価値額＝売上高ー費用総額+給与総額+（租税公課）
（費用総額＝売上原価+販売費及び一般管理費）

0.0
100.0
200.0
300.0
400.0
500.0
600.0
700.0

百
万
円

１社あたり付加価値額の推移

2012年 2016年

（出典）RESAS、経済センサスより作成

2012年度

１社当たりの売上高の推移
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区内産業の状況（商業）

 区内商業拠点の年間商品販売額は減少傾向。10年強で1000億円以上/年の売上低下。

 各拠点別で見ても右肩下がりの傾向の拠点が多く、特に三軒茶屋は年間100億円の減少。一方、二子玉
川駅周辺は大きく売上増加。

 自宅周辺商店街の利用頻度は低下し、ECを活用した購買が増加していると推測される。
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百
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円

商業拠点の年間商品販売額の推移

（世田谷区全体）
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45,000

千歳烏山駅北口 千歳烏山駅南口 下北沢駅北口 下北沢駅南口 二子玉川駅周辺 三軒茶屋

百
万
円

商業拠点の年間商品販売額の推移

H14 H19 H26 （出典）経済産業省「商業統計」より作成
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■緊急融資申込事業者の売上減少率■世田谷区新型コロナウイルス感染症対策緊急融資の状況

0 200 400 600 800 1000 1200 1400 1600 1800

0～10％未満
10％～20％未満
20％～30％未満
30％～40％未満
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50％～60％未満
60％～70％未満
70％～80％未満
80％～90％未満
90％～100％未満

100%
不明・未記入

【全体】売上減少率（件数）
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仕入先の変更

生産性向上のためのIT導入（キャッシュレ…

テイクアウト・デリバリー、オンライン講…

新商品・新サービスの開発

営業時間の変更

融資・補助金の活用

固定費用の見直し

感染予防措置の周知

■コロナ禍における経営面での工夫(N=237)
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融資・補助金の活用

新商品・新サービスの開発

固定費用の見直し

感染予防措置の周知

■今後予定している取組み(N=237)

出典：世田谷区「新型コロナウイルス感染症の影響、キャッシュレス決済に関するアンケート」

出典：世田谷区作成

区内産業の状況（コロナ禍の影響）

 コロナ対策緊急融資あっせん及びセーフティネット申込件数は、令和3年2月26日時点で7,800件超。申込
時点の前年比売上減少率は、50％以上とする事業者割合が40％を超えるなど、コロナの影響は甚大。

 今後、予定している取組として「固定費用の見直し」、「新商品・新サービスの開発」、「生産性向上のための
IT導入」「非接触型事業」など、コロナ禍後も見据えた取組を予定している事業者が多い。
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区内産業の状況（変化への認知度や対応状況）

 SDGsについて、「全く知らない」、「内容は知らない」、「特に対応は検討していない」とする消極的姿勢の区内
事業者の割合は78％。一方、積極的姿勢の割合は約22％。

 DXについて、「全く知らない」、「内容は知らない」、「特に対応は検討していない」とする消極的姿勢の区内事
業者の割合は83％。一方、積極的姿勢の割合は約16％。

 IT活用について、IT活用に積極的でない区内事業者の割合は約47％。

■SDGsへの理解と取組（全国及び世田谷の比較）

出典：せたがやエコノミックス付帯調査（2021年10月実施）及び帝国データバンク「SDGsに関する企業の意識調査（2021年）より作成

積極的消極的

■DXへの理解と取組（世田谷内事業者）

N=301

■ITの活用状況（東京都及び世田谷の比較）

出典：せたがやエコノミックス付帯調査（2021年10月実施）より作成

出典：せたがやエコノミックス付帯調査（2021年10月実施）及び東京商工会議所「IT活用実体調査報告書（2021年2月）より作成
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区内産業の状況（雇用と稼ぐ力）

出典：総務省統計局 地域の産業・雇用創造チャート‐統計で見る稼ぐ力と雇用力‐より作成

「雇用力」：雇用を生み出す力を表す。数値が高くなるほど雇用を生み出す力が強いことを示す。

「稼ぐ力」：地域外からどれだけ資金を稼いでいるかを表す。数値が大きくなるほど地域外から稼ぐ力が強い。

 区内産業を分析すると、飲食業、医療業、飲食料品小売業、社会保険・社会福祉・介護事業などの雇用
力が高く、区内の雇用を支えている。

 稼ぐ力については、インターネット付随サービス業（情報通信業）等の域外から稼ぐ力が高いが、総じて域
外から稼ぐ産業が少ない。

■地域の産業・雇用創造チャートー統計で見る稼ぐ力と雇用力（世田谷区）

40インターネット付随
サービス業

66補助的金融業等

81学校教育

76飲食店

58飲食料品小売業

83医療業

85社会保険・社会福祉・介護事業

69不動産賃貸業・管理業

82その他の教育、学習支援業

57織物・衣服・身の回り品小売業

43道路旅客運送業

92その他サービス業

60その他の小売業

78洗濯・理容・美容・浴場業

39情報サービス業

50各種商品卸売業

56各種商品小売業
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区内産業の状況（情報通信業の割合）

 世田谷内の情報通信業の事業所数は2.26％。23区内でも低い水準。

全産業 情報通信業 割合 全産業 情報通信業 割合

東京都 621671 21935 3.53% 9005511 849374 9.43%

千代田区 31065 2666 8.58% 942339 121057 12.85%

中央区 35745 2300 6.43% 755348 78103 10.34%

港区 37116 3078 8.29% 989196 190159 19.22%

新宿区 32274 2137 6.62% 651285 82352 12.64%

文京区 13018 766 5.88% 206165 23834 11.56%

台東区 22770 623 2.74% 227175 13567 5.97%

墨田区 15492 176 1.14% 153761 5587 3.63%

江東区 18024 442 2.45% 356931 53203 14.91%

品川区 20123 831 4.13% 371830 66559 17.90%

目黒区 11389 362 3.18% 122466 8943 7.30%

大田区 29497 376 1.27% 349551 12757 3.65%

世田谷区 27034 610 2.26% 262689 17429 6.63%

渋谷区 29816 2640 8.85% 515503 83934 16.28%

中野区 12068 360 2.98% 121982 8691 7.12%

杉並区 19246 494 2.57% 157249 6775 4.31%

豊島区 18962 936 4.94% 259658 21153 8.15%

北区 12536 147 1.17% 124765 3306 2.65%

荒川区 9060 85 0.94% 75404 1399 1.86%

板橋区 17825 183 1.03% 195069 2718 1.39%

練馬区 20278 357 1.76% 172477 3697 2.14%

足立区 23557 129 0.55% 215361 972 0.45%

葛飾区 16636 86 0.52% 128556 323 0.25%

江戸川区 20228 89 0.44% 176836 2168 1.23%

事業所数 従業者数
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出典：H28年経済センサス（活動調査）より作成
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• 現行条例の制定から22年。デジタル化、環境や社会に対する意識の高まりなど、区内産業を取り巻く環境は大きく
変化。多様な要素や価値観、多岐に渡る主体によって構成されるなど、新たな局面へ。

• 変化を的確にとらえ、地域経済という大きな視点から、その持続可能な発展に向けた取組を進めていく。

地域経済の持続可能な発展条例（世田谷区産業振興基本条例の改正について）

① 社会経済環境や地域経済を取り巻く状況の変化を踏まえ、「産業の振興」から「地域経済の持続可能な発展」を新
たな目的として設定。名称も「世田谷区地域経済の持続可能な発展条例」に変更。

② 非経済的な価値（多様な働き方や環境への配慮など、従前においては経済成長とは距離があると考えられてきたよ
うな価値観）の重要性が増しており、経済的発展との両立が持続可能な発展へつながる。新たに４本の基本的方針
を設定し、地域の経済発展と地域や社会の課題解決を両立した持続可能な社会を実現。

③ 事業者を主とした条例から、区民一人ひとりの存在や役割向上を踏まえ、区民にも理解と協力を促す条例へ。

ポイント
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コロナ禍により社会が大きく変化していく中で、社会課題を創造性とテクノロジーを用いて解決する
起業家を育成するとともに、未来の産業を担う人づくりに向けた取組みを実施し、多様な人材が交流
連携するプラットフォームによる『コレクティブインパクト』 を実現していく。

未来を担う子ども

への新たな学び

を実践する場

【校舎・体育館・校庭を一体性を
もって区民に開かれた空間へ】

（活用の可能性）

・オンライン/オフライン両面での場の活用

・多世代が交流できるコミュニティ機能

・農業やものづくり体験ができる場

・新たな技術創出発表の場の支援

【創造性・テクノロジー×社会課題解決
スタートアップ企業・人材を育成】

（活用の可能性）
・SDGｓ/サーキュラーエコノミー、

DX推進などに係る先駆的な起業家

の育成拠点およびショールーム機能

・起業/創業の総合的な支援体制

・区内事業者との連携による新規事業創出

・大学との連携によるLABO機能

【これからの未来を担う子ども
に向けた多様な学びの場】

（活用の可能性）
・オンライン学習およびSTEAM学習

（AIやロボット等）の促進拠点
・一人ひとりの子どもが気軽に訪れ、“リアル”と

“オンライン”の融合でのつながり、多様な学びを

様々な人材・企業とも交流しながら深め、将来

の仕事にもつながる創造力を育む場の構築

【フリーランス・会社員・子育て中の
多様な働き方を促し創業気運向上】

（活用の可能性）
・仕事×コミュニティ×学びを
実現するサードプレイス

・クラウドソーシングやワークシェアへの支援
・プロボノの活動、複業の促進拠点
・異業種との連携による創業へのステップアップ

地域特性を

活かした賑わい

をつなぐ場

職住近接のため

多様な働き方

の支援拠点

多様な企業

人材が新たな価値

を創造する場

旧池尻中学校跡地活用の基本コンセプト

新たな世田谷区の産業・学びの拠点となり区内経済循環の活性化を実現していく
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旧池尻中学校跡地を活用した拠点において実施する主な機能

旧池尻中学校跡地施設全体を一括貸付し、専門スキルを有する事業者や共同企業体等を誘致。それにより民間の力
やノウハウ・ネットワークを最大限活用し、主に下記の機能を実施する。

 若い世代の学びの支援
（運営事業者や入居者の持つ知識、技能、経験等を活かした、小中高
生のアントレプレナーシップ（起業家精神）を育むSTEAM教育やSDGs
等の問題解決の学習などのプログラムを実施した起業家育成）

 事業者等のリスキリング
（専門スキルを有する入居者やソーシャルビジネス事業者等との協業に
より、区内事業者等がSDGsの実現に必要な技能や、DX推進に向
けたICTスキル、マーケティング手法等、新たなスキルを学びなおす場）

 ハンズオン(伴走型)支援
（事業をアップデートしようとする区内事業者に対し、運営事業者のネットワ
ークを活用した入居事業者や関連企業との協業による伴走支援を実施）

 第二創業の支援スペース
（教室を活用したワークスペース、工房等を整備。専門人材や他入居事業
者、サポート企業（スポンサー企業）との交流や連携など、成長を促すた
めの資源を集積した支援スペースを構築）

 一般入居ブースの整備
（情報通信業、デザイン、コンサルティング事業者など区内事業者のアップデ
ートのパートナーとなれる事業者を誘致し、交流や連携を促進）

 テストマーケティングや交流の場
（起業・創業した事業者のチャレンジショップ、体験型コンテンツ等のテストマ
ーケティング（市場性の実証調査）の場。また、起業を目指す若者や区
民が意欲を高めて新たな起業家となる、事業者が協業相手を求めて訪問
するなど、区民や既存産業と入居事業者の重要な接点）

 地域コミュニティの拠点
（「パン祭り」や「池尻ロマンス座」などの地域イベントの開催、近隣商店街
店舗と入居者の交流・協業など、地域コミュニティの場）

 創業・スタートアップ支援スペース
（事業スペースや専門人材によるサポート、他企業との交流・連携、低廉
な家賃、ベンチャーキャピタルとのマッチングなど資金面でのサポート等、起
業家やスタートアップの成長を支援するスペースを整備）

 成長を支援する専門人材の配置
（インキュベーションマネージャーによる経験と人脈を活かした入居者の相談
や各種支援策とのマッチング、入居者同士の交流、区内産業へのアウト
リーチ支援など、幅広い支援）

 アクセラレータープログラムの実施
（運営事業者のネットワークを活用したアクセラレータプログラムの実施）

 区内定着支援
(不動産事業者との連携による区内オフィス・店舗とのマッチング支援)

区民・事業者に開かれた場産業と連携した学びの支援

既存産業の活性化支援 起業・創業の支援

※体育館には地域利用枠を設ける
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校庭 貸付対象面積
約2,500㎡

貸付対象外

①利用制限あり

防球ネット設置予定

②利用制限あり（体育館アリーナ）
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旧池尻中学校跡地活用事業 建物等現状写真

●校舎棟
・正門及び裏門
・１階
・２階
・３階
・屋上

●体育館
・入口及び建物周辺
・１階
・２階
・３階
・屋上

●校庭及び周辺フェンス

1

準備中
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（単位：千円）

扶助費・ （配賦） （配賦）

うち土地建物 補助費等 人件費 間接コスト

設備賃借料

体育館 池尻小学校第２体育館 25,064 4,597 20,411 35 0 0 869 15,263 0 220 77 41,492 1 0 1

（光熱水費の内、電気代）

※ 高圧契約

振込

No. 施設 お客様番号 計量日 振替日 種別
最大需用

電力(kW)

契約電力

(kW)
kWh 円 最大需用

電力(kW)

契約電力

(kW)
kWh 円 最大需用

電力(kW)

契約電力

(kW)
kWh 円 最大需用

電力(kW)

契約電力

(kW)
kWh 円 最大需用

電力(kW)

契約電力

(kW)
kWh 円 最大需用

電力(kW)

契約電力

(kW)
kWh 円 最大需用

電力(kW)

契約電力

(kW)
kWh 円 最大需用

電力(kW)

契約電力

(kW)
kWh 円 最大需用

電力(kW)

契約電力

(kW)
kWh 円 最大需用

電力(kW)

契約電力

(kW)
kWh 円 最大需用

電力(kW)

契約電力

(kW)
kWh 円 最大需用

電力(kW)

契約電力

(kW)
kWh 円 最大需用

電力(kW)

契約電力

(kW)
kWh 円 kWh 円

池尻小学校（第２体育館） 03204-10501-1-00 2 末 1 5,660 195,332 6,187 210,880 4,840 166,311 5,304 180,441 5,622 189,375 6,305 209,256 5,272 176,049 5,700 192,288 5,153 174,362 5,469 183,994 5,840 194,965 5,657 189,513 67,009 2,262,766 R2度～エネット

　　　　　　　 （第２体育館）03204-10501-3-00 2 末 3 33 1,326 61,891 33 826 52,719 33 572 48,086 33 989 55,330 33 1,937 74,221 33 3,037 93,905 33 1,313 61,889 700 50,631 33 895 53,813 33 1,604 65,592 33 1,883 70,022 33 1,740 67,741 16,822 755,840 R2度～エネット

(第２体育館消火ポンプ）03204-10502-3-00 2 末 3 7 0 3,801 7 0 3,801 7 0 3,801 7 0 3,801 7 0 3,801 7 0 3,801 7 0 3,801 0 3,872 7 0 3,872 7 0 3,872 7 0 3,872 7 0 3,872 0 45,967 R2度～エネット

小計 6,986 261,024 7,013 267,400 5,412 218,198 6,293 239,572 7,559 267,397 9,342 306,962 6,585 241,739 6,400 246,791 6,048 232,047 7,073 253,458 7,723 268,859 7,397 261,126 83,831 3,064,573

うち委託料

R2年2月

施設種別 施設名

費用 収入

物件費 維持補修費 投資的経費 減価償却費 その他 合計
使用料・手数

料
その他 合計

うち光熱水費

R元年9月 R元年10月 R元年11月 R元年12月 R2年1月 R2年3月 H31年3月追加分 H31年度合計

28

＜池尻小学校第２体育館 維持管理費用（令和元年度）＞

＊ｋW：契約電力（過去１年間の最大需要電力）　　ｋWh：使用電力量(但し、実際の使用期間は検針日によって１～３週間のズレがあります）

種別/　８：業務用　　０：定額照明（５Aに満たないもの）　　１：従量電灯C(70A以上）　　３：低圧電力（動力用・三相三線式200V)　　5：従量電灯B（60Aまで）  

H31年度電気使用量・料金（東京電力） H31年4月 R元年5月 R元年6月 R元年7月 R元年8月

1

52



1 

 

＜世田谷ものづくり学校 収支実績＞ 

 

㈱ものづくり学校決算報告書（H30.8.1－R1.7.31） より      （千円） 

収 入 施設管理運営   

    入居者賃借料 97,078 

    入居者光熱水費負担金 5,411 

  地域貢献活動イベント収入等 8,275 

 前年繰越 0 

  合 計   110,764 

支 出 創業支援費  

    起業･創業の場の提供事業 2,436 

   起業・創業技術支援事業 2,389 

  世田谷らしい産業  

    新たな産業創出事業 12,689 

  地域交流・地域活性化活動費   

    ものづくり体験･地域交流事業 5,275 

    コミュニティづくりと地域活性化事業 8,977 

  施設管理業務費   

    施設賃借料 12,048 

    修繕、清掃･警備委託費 20,322 

    光熱水費 8,966 

    情報発信費 881 

   備品消耗品、リース費、事務局アルバイト等 35,602 

 合 計   109,585 

収 支     1,179 

 

 

 

（参考）平成３０年度区決算額                  （千円） 

歳入 合計 13,012 
 施設賃貸借料  13,012 

歳出 合計 2,436 
  施設修繕費 1,416 
  保守管理料 1,020 
    空調・換気設備定期点検 110 
    環境衛生業務委託 430 
    自家用電気工作物定期点検 293 
    消防設備保守点検 144 
    建築設備定期点検 43 
  

   
  

歳入－歳出 10,576 
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＜世田谷ものづくり学校 収支実績＞ 

 

㈱ものづくり学校決算報告書（R1.8.1－R2.7.31） より      （千円） 

収 入 施設管理運営   

    入居者賃借料 87,687 

    入居者光熱水費負担金 5,129 

  地域貢献活動イベント収入等 11,855 

 前年繰越 0 

  合 計   104,671 

支 出 創業支援費  

    起業･創業の場の提供事業 2,731 

   起業・創業技術支援事業 2,363 

  世田谷らしい産業  

    新たな産業創出事業 13,465 

  地域交流・地域活性化活動費   

    ものづくり体験･地域交流事業 5,352 

    コミュニティづくりと地域活性化事業 8,494 

  施設管理業務費   

    施設賃借料 12,048 

    修繕、清掃･警備委託費 15,927 

    光熱水費 8,357 

    情報発信費 2,002 

   備品消耗品、リース費、事務局アルバイト等 33,527 

 合 計   104,266 

収 支     405 

 

（参考）令和元年度区決算額                  （千円） 

歳入 合計 13,132 
 施設賃貸借料  13,132 

歳出 合計 1,531 
  施設修繕費 221 
  保守管理料 1,310 
    空調・換気設備定期点検 112 
    環境衛生業務委託 462 
    自家用電気工作物定期点検 341 
    消防設備保守点検 206 
    建築物及び建築設備定期点検 108 
  AED賃貸借 81 
  

   
  

歳入－歳出 11,601 
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※改修工事は想定の内容及び位置を示す。

※耐震補強箇所は工事を進める中で変更になる場合があります。
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▲：廊下　天井撤去（下地仕上げ共）
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代：消防用代替進入口改修　※〇は防火設備
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※改修工事は想定の内容及び位置を示す。

※耐震補強箇所は工事を進める中で変更になる場合があります。
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クラック補修仕様：Uｶｯﾄｼｰﾙ材充填 ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ系（1ｍｍ以上）

浮き部補修仕様：ｱﾝｶｰﾋﾟﾝﾆﾝｸﾞ全面ｴﾎﾟｷｼ樹脂注入

欠損部補修仕様：ｴﾎﾟｷｼ樹脂ﾓﾙﾀﾙ充填（錆止塗装共）

その他改修工事

樋交換（飾樋含む） 既存樋・控え金物撤去 既存樋・控え金物新設

改修箇所 撤去・下地工事

鉄部（鉄骨階段含む） 既存塗膜除去、高圧洗浄（高圧洗浄）、素地ごしらえRB種 耐候性塗料塗り(DP)　塗替工程B種 2級錆止 A種(鉛・ｸﾛﾑﾌﾘｰ)

塗装工事

中長期保全改修内容

既存塗装撤去（A棟のみアスベスト含有）、既存下地撤去、

高圧洗浄、クラック補修、爆裂・鉄筋露出部補修、下地補修
ローラー 防水型複層塗材Ｅゆず肌

全面清掃（高圧洗浄）、既存防水不良部撤去・補修 ウレタン塗膜防水X-1（絶縁工法）

屋上平場・屋根

笠木・立上り

外壁全周

庇前

撤去・下地工事

防水工事

全面清掃（高圧洗浄）、既存防水不良部撤去・補修、

既存脱気筒撤去、既存ドレン撤去

屋上防水工事

塗装工事

改修箇所

改修箇所 撤去・下地工事

塗装工事

各所シーリング改修
打ち継ぎ部・誘発目地・・伸縮目地・サッシ周り・金物周囲等

既存シーリング撤去

打ち継ぎ部・誘発目地・伸縮目地・サッシ周り、金物周囲等

シーリング防水

ウレタン塗膜防水X-1（絶縁工法）、脱気筒新設、ドレン新設

全面清掃（高圧洗浄）、既存防水不良部撤去・補修、

既存アルミ笠木一時撤去・復旧
ウレタン塗膜防水X-2（密着工法）（立上り・パラペット共）
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旧池尻中学校跡地活用事業に関する基本協定書（案） 

 

 

（以下に掲げる文案は、あくまでも標準例であり、グループを結成する場合等状況に応じて、各条項が変更・

追加となることがあります。） 

 

世田谷区（以下「甲」という。）と        （以下「乙」という。）は、旧池尻中学校跡地活用

事業（以下「本事業」という）の実施に関する基本的事項について、次のとおり合意し、基本協定書（以下

「本協定」という。） を締結する。 

 

（事業目的） 

第１条 本事業は、校舎・校庭・体育館を一体的に活用し、新たな価値を生み出す「出会いと創造」の場と

して、多種多様な事業者や区民が訪れるとともに、区内の既存産業に対する伴走型の支援による再活性

化を図ること、また、DXやSDGｓなど社会経済環境の変化を前提として、新しい価値を創出し得る事業

者や人材を育成・確保し、区内産業のイノベーションを創出・加速することで、地域経済の持続的な発

展を目指す拠点として機能させることを目的に事業運営を行う。 

 

（事業内容） 

第２条 本事業は、前条の事業の目的を踏まえ、以下の項目を基本とした事業で、かつ、各項目ごとの重要

業績評価指標（以下「KPI」という。）の達成に向けた事業を実施することとする。 

（１）既存産業の活性化支援 

・区内産業へのハンズオン支援 

（新ビジネス開発や入居者と区内産業のビジネスマッチングを含む） 15件/年 

・アクセラレータープログラム等による支援         80社～100社/年 

 

（２）起業・創業支援 

・区内起業・創業者数                  10社～15社/年 

（うち社会起業家数 ３社/年） 

・入居者や区内産業とのビジネスマッチング         10件/年 

・アクセラレータープログラム等による支援               80社～100社/年（再掲） 

・ソーシャルインパクト達成率           70％ 

 

 （３）産業と連携した学びの支援 

   ・常設の学びの場の運営                  （事業者との協議により定める） 

・アントレプレナー教育のプログラム数           （事業者との協議により定める） 

 

（４）区民・事業者に開かれた場の実現 

    ・来場者数                        （事業者との協議により定める） 

・地域・事業者のイベント開催数              （事業者との協議により定める） 

 

（土地・建物賃貸借契約） 

第３条 甲は、本協定締結後、前条に係る内容を履行するため、令和 年 月 日までに施設全体について、土

地・建物賃貸借契約書（以下、「賃貸借契約」という。）を乙と締結する。 

２ 乙は、賃貸借契約に向け、必要な協力を行うものとする。 

 

（運営委員会の設置及び事業運営） 

第４条 本事業については、甲と乙からなる運営委員会を設置し、第２条に係る事業の運営方針の策定、運

営方針に基づく事業計画（年度毎）の策定を行うとともに、事業の実施にあたっては月１回程度の協議

を運営委員会で行う。また、事業計画に基づく運営状況や実績・成果などを取りまとめた事業報告書を

年２回程度作成する。 
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２ 前項の事業報告書については、第６条に規定する評価委員会へ報告を行うこととする。 

３ 評価委員会より改善要求が運営委員会に出された場合は、改善に向けた事業計画を策定し、事業を実施 

するものとする。 

 

（事業内容の履行） 

第５条 乙は、第４条で策定した運営方針や事業計画に定めた事業内容の全てを誠実に履行しなければなら

ない。 

２ 乙は、事業の実施に当たっては、本協定及びに第３条に規定する賃貸借契約を遵守しなければならない。 

３ 乙は、軽微なものを除き運営委員会の書面による承諾がない限り、事業計画に定めた事業内容の変更を 

してはならない。 

４ 甲は、乙に対し、公共公益上、必要と認めるものについて、合理的な範囲で運営計画に定めた事業内容

の変更を求めることができる。 

５ 乙は、事業計画に含まれないものであっても、第１条の事業の目的を達成するために必要であると考え

られるものについては、運営委員会において協議し、必要と認められた場合には、事業計画に反映するこ

とができる。 

６ 法令の変更などやむを得ない事由により、事業計画を変更する必要が生じた場合は、乙は、事業の目的

の趣旨を損なわない範囲内で、運営委員会に変更を申し入れることができる。 

７ 乙は、事業の実施に際して、疑義を生じたときは、速やかに運営委員会において協議を申し入れ、誠実

にこれに対処するものとする。 

８ 乙は、本事業の運営等にあたり、甲からの求めに応じ必要書類等を開示し、あるいは、甲からの質問に

対し誠実に回答を行わなければならない。 

 

（評価委員会の設置及び事業評価） 

第６条 本事業の評価にあたっては、甲及び学識経験者、外部有識者、産業団体、区民から成る評価委員会 

を設置し、第４条に規定する事業報告書に基づき、専門的かつ客観的な見地から、業績（KPI等）につ 

いて事業の評価を行う。なお、評価委員会が必要と認める場合には、運営委員会から直接聞き取りを行 

うことができるものとし、運営委員会はそれに誠実に対応しなければならない。 

２ 業績のうち、KPIの達成度について一つの項目でも70%を下回っている場合は、評価委員会において運営 

委員会に具体的な改善要求を出すものとする。ただし、70%を下回る場合についても、1社・件あたりの質 

的な面（新たな価値を提供しているか、波及効果が高いモデルであるか等）も考慮し、改善要求の可否を 

判断するものとする。 

 

（業績低迷時の事業終了） 

第７条 運営委員会が第４条第３項に基づく事業の実施を行ったにも関わらず、当該事業に関する事業報告 

書から、改善がみられず、かつ、将来の改善見込みも小さいと評価委員会が判断した場合は、下記項目 

を総合的に勘案し、乙に対して、甲との当該事業に係る契約解除の勧告を行うことができるものとする。 

・KPIの達成度 

・KPI達成度の改善・進捗の状況 

・施設運営状況、企画・イベントなどの活動量・実態 

・入居事業者や被支援事業者へのアンケート結果 

・地域住民等の評価、地域への貢献度 

・社会経済環境の変化等の外部要因 など 

２ 乙は、解除勧告に従い、甲との契約を解除しなければならない。なお、事業の実施にあたって乙の負担 

により施設等を整備した場合には、その財産や損失補償等の取扱いについて、甲乙協議のうえ決定する。 

 

（入居事業者の取り決め） 

第８条 乙は、事業者を入居させるにあたって、起業・創業者の場合は、将来的に世田谷区内での起業・創

業の計画を有すること、また、それ以外の一般入居者の場合は、区内事業者や起業・創業者との連携・

交流、または、区内への企業移転について計画を有することを前提に、事業者の誘致を行い、入居事業

者の決定にあたっては、運営委員会の承諾を必要とする。 

２ 乙は、入居事業者に前項及び次の事項についてあらかじめ説明し、承諾させるとともに、乙と入居者と

の間で締結する転貸借契約にも規定しなければならない。 

（１）第９条第１項に規定する管理規約並びに各種法令を遵守すること。 
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（２）政治的もしくは宗教的な用途、風俗営業等の用途、暴力団事務所等の用途、公序良俗に反する用途 

に供しないこと。 

（３）本施設は災害時の医療救護所となるため、平時においてその機能を損なうことのないよう配慮し 

た運営に努めるとともに、災害時を想定した入居者を含めた相互の協力体制の構築に努めること。 

（４）隣接する小学校や保育園、児童館等の運営に十分配慮すること。 

（５）子ども、高齢者、その他の地域住民が安全で安心して暮らせる環境の維持に努めること。 

（６）乙が企画、実施する事業について、積極的に協力・参加すること。 

（７）入居者が借り受ける転貸物件の転借権を譲渡し、又は転借物件をさらに転貸することはできないこ 

と。 

 

（周辺環境への配慮） 

第９条 乙は、良好な周辺環境の維持を目的に、別途管理規約を定め、乙及びその転貸先、並びに来訪者に

対して当該管理規約を遵守させなければならない。 

２ 乙は、甲より本事業の運営・管理について、周辺環境を著しく害するような事態が生じた場合に、その

改善の申し入れがなされた場合には、これに誠実に対応し、再発防止に必要な方策を取らなければならな

い。 

３ 甲は、本事業の環境維持に関して必要と認めた場合には、乙に協議を求めることができるものとする。 

 

（協定の存続期間） 

第１０条 本協定の存続期間は、本協定締結日から第３条による賃貸借契約の契約期間満了日までとする。 

 

（協定の地位の譲渡等） 

第１１条 乙は、甲の書面による承諾がない限り、本協定上の地位及び権利義務を第三者に譲渡し、もしく

は承継させ、又はその権利を担保に供してはならない。 

２ 前項による譲渡等は、本協定締結から事業期間満了日までの期間は、原則これを認めないものとする。 

３ 第１項による譲渡等に当たっては、本協定に定める甲、乙の権利義務関係を承継する条項が含まなけれ

ば、甲は承諾を行わないものとする。 

 

（協定履行の調査等） 

第１２条 乙は、甲が本協定の履行に関して調査をするときはこれに協力するものとし、事業の実施に関し

て報告を求め、または必要な資料を求めたときはこれに応じるものとする。 

 

（甲に対する通知義務） 

第１３条 乙は、次の各号のいずれかに掲げる場合は、直ちに、その旨を甲に書面で通知するとともに、事 

業の実施・継続に関して、速やかに甲と協議しなければならない。 

（１）住所、名称、定款もしくは寄付行為、代表者または主たる事務所の所在地を変更したとき 

（２）解散し、もしくは合併したとき、または、営業を停止し、廃止し、もしくは譲渡するなど会社の支配

に重要な影響を及ぼす事項が生じたとき 

（３）滞納処分、強制執行、仮差押えもしくは、仮処分または競売の申立てを受けたとき 

（４）企業担保権実行手続き開始の申立てがあったとき、破産もしくは更生手続き開始の申立て（自己申立

てを含む。）があったときまたは民事再生手続き開始の申立て（自己申立てを含む。）があったとき 

（５）特別清算開始の申立てがあったとき 

（６）令和 年 月 日までに施設を整備し、事業の用に供することが不可能であることが明らかになったと 

  き 

（７）手形不渡り、事実上の倒産、長期の活動停止、上場廃止、有価証券報告書の虚偽記載など、本事業の 

実現・継続に重大な支障となるような信用不安事由が発生したとき 

（８）自然災害による施設への損害があった場合に、その損害が与える事業への影響を踏まえて、事業の継 

続が困難または再開に時間を要するとき 

（９）前各号に定めるものの他、事業の実施・継続が困難となるような事態が発生したとき 

 

（協定の解除権） 

第１４条 本協定は、次に掲げる事項が発生した場合には、解除するものとする。 

（１）第３条に規定する賃貸借契約が解除された場合。 
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（２）第７条に基づき、乙との事業が終了するとき。 

（３）本協定に違反する事実があり、甲の催告にも関わらず乙がこれを是正しないとき。 

（４）令和 年 月 日（ ）までに契約の締結に至らなかった場合は、甲は本協定を解除する。 

（５）乙が、暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条に掲げる暴力 

団又は暴力団員及びそれらの利益となる行動を行う団体の代表者、主宰者又はその構成員並びにそれら 

の協力者となった場合は、甲は本協定を解除する。 

 

（損害賠償） 

第１５条 甲は、乙が本協定に定める義務を履行しないため損害を受けたときは、その損害の賠償を乙に請

求することができる。 

 

（協定の費用） 

第１６条 本協定の締結に要する費用は乙の負担とする。 

 

（管轄裁判所） 

第１７条 本協定に関する一切の法律関係に基づく訴えについては、東京地方裁判所を管轄裁判所とする。 

 

（協議） 

第１８条 甲及び乙は、本協定に定めのない事項及び本協定の条項の解釈について疑義を生じた場合は、誠 

意をもって協議し、解決するものとする。 

 

甲及び乙は、上記のとおり合意したことを証するため、本協定書２通を作成し、記名押印の上、甲及 

乙が各自その１通を保有する。 

 

令和   年   月   日 

 

世田谷区世田谷四丁目２１番２７号 

甲   世田谷区   

代表者 世田谷区長                

 

 

乙__ 
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